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款 01 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

　高齢者の医療の確保に関する法律

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第5次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち（社会保障制度の充実） 【特定財源の内訳】
　SDGｓ　目標３「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　後期高齢者医療制度の保険証の発行・引渡し、各種申請（高額療養費、補装具などの療養
　費）の受付を行う。
　【事業の効果】
　本事業を適切に行うことにより、円滑な制度運営を行うことができる。
　【令和7年度評価】
　保険証廃止後の初年度であり、年次更新時の対応が全被保険者に対し資格確認書を送付す
　ることに突然変更になるなど生じたが、鳥取県後期高齢者医療広域連合と連携しながら、
　業務を遂行することができた。 【補助金】

６．財源の説明
　【一般財源】　　2,371千円 【実施計画】

部
章
節

細節
01款 01項 01目 001000000事業 一般管理経常経費

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

2,371

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

15 原材料費 合　計 2,371
14 工事請負費
13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 1,276 1,276 27 繰出金

寄附金
11 役務費 1,088 1,088 26 公課費

２．根拠法令 10 需用費 7 7 25
09 交際費 24 積立金

　　《参考》 被保険者数 3,047人（令和8年1月末時点） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　な制度運営を行うために必要である。　　 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　後期高齢者医療制度の資格・給付関係の業務を遂行するための窓口業務を行うなど、円滑 06 恩給及び退職年金 21
　【事業の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　収、各種申請の受付・入力を行う。 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　費の給付や資格の確認を行う。市町村においては、資格確認書の発行・引渡しや保険料徴 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　鳥取県内の全ての市町村が加入する鳥取県後期高齢者医療広域連合が保険者となり、医療 02 給料 17

本年度査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

947

１．事業の概要と必要性 節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求

補助単独区分 目的区分 一般財源 2,371
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

地方債事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経

2,774

財
源
内
訳

国庫支出金

659
1,265 1,106

前年度現計 前々年度決算
事 業 費 2,371 1,265 1,106 1,606

0101014500-0000 健康推進課

事業

0010 一般管理経常経費 (簡略番号：027078) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較

総務費 項 総務管理費 01 一般管理費 所属

県支出金

歳出予算事業概要書令和 8年度 027 後期高齢者医療特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）
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款 01 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
01款 02項 01目 000100000事業 賦課徴収費

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　【一般財源】　　1,074千円
６．財源の説明

　円滑に徴収業務を遂行することができた。
　【令和7年度評価】
　後期高齢者医療制度の健全な運営に寄与することができる。
　【事業の効果】
　医療費の財源となる保険料を確実に徴収することを目指す。

1,074
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】 財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

15 原材料費 合　計 1,074
　SDGｓ　目標３「すべての人に健康と福祉を」 14 工事請負費
　【第5次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち（社会保障制度の充実） 13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 12 委託料 421 421 27 繰出金

寄附金
11 役務費 476 476 26 公課費

３．用地の状況 10 需用費 177 177 25
09 交際費 24 積立金

　高齢者の医療の確保に関する法律 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

２．根拠法令 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21
　後期高齢者医療保険料の徴収を円滑に行うために必要である。 05 災害補償費 20 貸付金
　【事業の必要性】 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　（保険料の賦課は、鳥取県後期高齢者医療広域連合が行う） 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　後期高齢者医療保険料の徴収に関する事務を行う。 02 給料 17
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求

補助単独区分 目的区分 一般財源 1,074
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

本年度査定

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経

事業
△814 4,748 1,484

財
源
内
訳

国庫支出金

前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費

1,888 △814 1,888

1,074 1,888
0001 賦課徴収費 (簡略番号：027134) 区　　分 本年度当初

総務費 項 徴収費 01 賦課徴収費 所属 0101014500-0000 健康推進課

地方債

2,860
県支出金

歳出予算事業概要書令和 8年度 027 後期高齢者医療特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）
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款 01 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
01款 02項 02目 000100000事業 滞納処分費

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　【一般財源】　　2千円
６．財源の説明

　実績はないが、保険料を確実に徴収するための制度を整えておきたい。
　【令和7年度評価】
　後期高齢者医療制度の健全な運営に寄与することができる。
　【事業の効果】
　医療費の財源となる保険料を確実に徴収することを目指す。

2
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】 財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

15 原材料費 合　計 2
　SDGｓ　目標３「すべての人に健康と福祉を」 14 工事請負費
　【第5次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち（社会保障制度の充実） 13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 12 委託料 27 繰出金

寄附金
11 役務費 2 2 26 公課費

３．用地の状況 10 需用費 25
09 交際費 24 積立金

　高齢者の医療の確保に関する法律、地方税法、国税徴収法。 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

２．根拠法令 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21
　医療費の財源となる保険料を確実に徴収するために必要である。 05 災害補償費 20 貸付金
　【事業の必要性】 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　（インターネット公売に係る落札時システム手数料など） 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　差押財産の公売に係る諸費用。 02 給料 17
　【事業の概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求

補助単独区分 目的区分 一般財源 2
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

本年度査定

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経

事業
2

財
源
内
訳

国庫支出金

前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費

2 2

2 2
0001 滞納処分費 (簡略番号：027153) 区　　分 本年度当初

総務費 項 徴収費 02 滞納処分費 所属 0101014500-0000 健康推進課

地方債
県支出金

歳出予算事業概要書令和 8年度 027 後期高齢者医療特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

３．用地の状況

４．基本計画との関連 【特定財源の内訳】
　【第5次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち（社会保障制度の充実）
　SDGｓ 目標３「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　町の公共施設での集団健診及び個人が医療機関で受診できる個別健診を実施する。
　受診の案内は、受診券と一緒に対象者全員に送付する。
　【事業の効果】
　健康診査を受けてもらうことで、病気又は病気につながる異常を早期発見し、病気が悪化
　する前に適正な治療につなげることができる。
　【令和7年度評価】
　保険加入者は年々増加しており、健診受診者も増加傾向が続いている。引き続き、受診率 【補助金】
　向上のため、根気強く周知、啓発していくことが必要である。

６．財源の説明 【実施計画】
　【諸 収 入】後期高齢者健診委託料　　7,996千円 部
　【一般財源】　　　　　　　　　　 　　 238千円 章

節
細節

02款 01項 01目 000100000事業 後期高齢者健診事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

諸収入 04030101001 後期高齢者健診委託料 7,996 6,697

8,234

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

15 原材料費 合　計 8,234
14 工事請負費
13 使用料及び賃借料 予備費

　高齢者の医療の確保に関する法律 12 委託料 7,803 7,803 27 繰出金

寄附金
２．根拠法令 11 役務費 374 374 26 公課費

10 需用費 57 57 25
　　　　　　健診受診者見込　・集団健診 215人　　・個別健診 685人 09 交際費 24 積立金
　　《参考》75歳以上人口 3,288人（R7.11月時点） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　健康診査を行う必要がある。　 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　め、被保険者の病気を早期発見し、症状が悪化する前に治療につなげることを目的として 06 恩給及び退職年金 21
　後期高齢者医療被保険者に対する健康診査は各広域連合の努力義務とされている。そのた 05 災害補償費 20 貸付金
　【事業の必要性】 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　診査を実施するほか、医療費についての周知を行う。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　鳥取県後期高齢者医療広域連合の委託を受け、後期高齢者医療被保険者を対象とした健康 02 給料 17
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求

補助単独区分 目的区分 一般財源 238
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 7,996

本年度査定

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経
6,697 1,299 7,515

事業
1,336 7,716 6,622

財
源
内
訳

国庫支出金

前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費

201 37 201

8,234 6,898
0001 後期高齢者健診事業 (簡略番号：027507) 区　　分 本年度当初

保健事業費 項 後期高齢者健診事業 01 後期高齢者健診事業 所属 0101014500-0000 健康推進課

経常 地方債
県支出金

歳出予算事業概要書令和 8年度 027 後期高齢者医療特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）
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款 02 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

　【令和7年度評価】
　毎年3月に調査を実施している介護チェックリストの回答結果により、抽出したフレイル
　リスク該当者に対し、在宅保健師や管理栄養士の派遣委託を活用した訪問をはじめ、医療
　や介護サービス、通いの場などの事業につなぐことができた。

６．財源の説明 【補助金】
　【一般財源】　　1,323千円

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 02項 01目 000100000事業 後期高齢者保健事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　後期高齢者に個別相談や個別指導への対応につなげることができる｡
　【事業の効果】
　　②ポピュレーションアプローチ（地区サロンでの健康教室、健康相談）
　　①ハイリスクアプローチ（フレイル予防訪問事業）
　福祉課が担当する介護事業と連携を取りながら、高齢者のフレイル予防に取り組む。

1,323
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】 財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

15 原材料費 合　計 1,323
　SDGｓ　目標３「すべての人に健康と福祉を」 14 工事請負費
　【第5次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち（社会保障制度の充実） 13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 12 委託料 865 865 27 繰出金

寄附金
11 役務費 28 28 26 公課費

３．用地の状況 10 需用費 221 221 25
09 交際費 24 積立金

　高齢者の医療の確保に関する法律 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

２．根拠法令 07 報償費 160 160 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21
　後期高齢者のフレイル予防・身体の健康保持につなげていく必要がある｡ 05 災害補償費 20 貸付金
　【事業の必要性】 04 共済費 19 扶助費

備品購入費 49 49
　予防を目的とした高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業を行う｡ 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　鳥取県後期高齢者医療広域連合から委託を受けて、医療と介護保険の連携によるフレイル 02 給料 17
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求

補助単独区分 目的区分 一般財源 1,323
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

本年度査定

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経

事業
△106 970 517

財
源
内
訳

国庫支出金

前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費

1,429 △106 970

1,323 1,429
0001 後期高齢者保健事業 (簡略番号：037040) 区　　分 本年度当初

保健事業費 項 保健事業 01 保健衛生普及事業 所属 0101014500-0000 健康推進課

経常 地方債
県支出金

歳出予算事業概要書令和 8年度 027 後期高齢者医療特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）
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款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 01項 01目 000100000事業 後期高齢者医療広域連合納付金

計 上 額実施
計画

実施計画

６．財源の説明 補助金等の名称
　【一般財源】　　319,933千円 補助基本額 補助率 補助金額

　ることができた。
　後期高齢者医療広域連合へ速やかに納付金を支払うことにより、安定的な事業運営に資す
　【令和7年度評価】
　後期高齢者医療制度においてスムーズな給付や保健事業の推進に寄与することができる。
　【事業の効果】
　　　　◎保険基盤安定負担金（町と県が負担する保険料軽減分）
　詳細：◎後期高齢者医療保険料
　後期高齢者医療広域連合に保険料や保険基盤安定負担金を納入する。
　【本年度の計画】
５．本年度の計画効果

319,933
　

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

　SDGｓ　目標３「すべての人に健康と福祉を」 15 原材料費 合　計 319,933
　【第5次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち（社会保障制度の充実） 14 工事請負費
４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費

12 委託料 27 繰出金

寄附金
３．用地の状況 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25
　高齢者の医療の確保に関する法律、鳥取県後期高齢者医療広域連合規約 09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　盤安定制度負担金を、鳥取県後期高齢者医療広域連合へ納入することが定められている。 06 恩給及び退職年金 21
　市町村は「高齢者の医療の確保に関する法律」により、後期高齢者医療保険料及び保険基 05 災害補償費 20 貸付金

319,933 319,933
　【事業の必要性】 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　するものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　鳥取県後期高齢者医療広域連合に後期高齢者医療保険料、保険基盤安定制度負担金を納入 02 給料 17
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求

補助単独区分 目的区分 一般財源 319,933
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

本年度査定

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経

事業
39,540 279,445 266,956

財
源
内
訳

国庫支出金

前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費

280,393 39,540 279,445

319,933 280,393
0001 後期高齢者医療広域連合納付金 (簡略番号：027071) 区　　分 本年度当初

後期高齢者医療広域連合納付 項 後期高齢者医療広域連合納付 01 後期高齢者医療広域連合納付 所属 0101014500-0000 健康推進課

地方債
県支出金

歳出予算事業概要書令和 8年度 027 後期高齢者医療特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）
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款 04 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
04款 01項 01目 000100000事業 保険料還付金

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　【諸収入】後期高齢者医療保険料還付金　　188千円
６．財源の説明

　制度に沿った還付対応を適切に行うことができた。
　【令和7年度評価】
　後期高齢者医療保険料の適正な還付を行うことができる。
　【事業の効果】
　死亡等による保険料減額により、過納となった保険料を還付する。
　【本年度の計画】 諸収入 04020101001 後期高齢者医療保険料還付金 188 262

188

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

　SDGｓ　目標３「すべての人に健康と福祉を」 15 原材料費 合　計 188
　【第5次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち（社会保障制度の充実） 14 工事請負費
４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費

12 委託料 27 繰出金

寄附金
３．用地の状況 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25
　高齢者の医療の確保に関する法律 09 交際費 24 積立金

188 188
２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　するのに時間を要する） 06 恩給及び退職年金 21
　（年金からの特別徴収の場合、相続人に還付するのか、日本年金機構に還付するのか決定 05 災害補償費 20 貸付金
　死亡等による保険料減額により、過納となった保険料を還付する必要がある。 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　【事業の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　過年度分の保険料の還付を行う。 02 給料 17

本年度査定

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求

補助単独区分 目的区分 一般財源

事業
△74 262 132

財
源
内
訳

国庫支出金

前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 188 262

0001

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 188

保険料還付金 (簡略番号：027172) 区　　分 本年度当初

262 △74 262

（単位：千円）
諸支出金 項 償還金及び還付加算金 01 保険料還付金 所属 0101014500-0000 健康推進課

県支出金

歳出予算事業概要書令和 8年度 027 後期高齢者医療特別会計
現年 当初予算
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